
公益法人
の区分

国所管、
都道府県
所管の区
分

応札・応
募者数

防衛装備品等の海外移転に係る事
業実現可能性調査役務（米国）
１件

支出負担行為担当官
防衛装備庁長官官房
会計官付経理室長
中村　惠一
東京都新宿区市谷本
村町５－１

R7.5.7

ボストン・コンサル
ティング・グループ
合同会社
東京都中央区日本橋
室町３－２－１

2010001029085
企画競争を実施した結果、該者の企画が優れてい
たため。
（会計法第２９条の３第４項）

48,950,000 48,950,000 100.0%

次期警戒管制レーダ装置の形態管
理等作業
１件

支出負担行為担当官
防衛装備庁長官官房
会計官付経理室長
中村　惠一
東京都新宿区市谷本
村町５－１

R7.5.7
三菱電機株式会社
東京都千代田区丸の
内２－７－３

4010001008772

次期警戒管制レーダ装置の試作（その１）及び
（その２）での成果を継承し、当該調達に必要と
なる技術又は設備等を有することが必要不可欠で
あり、本契約への新規参入者を募る公示を常続的
に行っているところ、当該公示への応募者が該者
１者のみであるため。
（会計法第２９条の３第４項）

同種の他の契
約の予定価格
が類推される
おそれがある
ため公表しな
い。

402,162,200 -

島嶼防衛用高速滑空弾の性能確認
試験（静爆試験）に関するデータ
取得等作業
１件

支出負担行為担当官
防衛装備庁長官官房
会計官付経理室長
中村　惠一
東京都新宿区市谷本
村町５－１

R7.5.16

ダイキン工業株式会
社
大阪府大阪市北区梅
田１－１３－１

8120001059660

島嶼防衛用高速滑空弾の弾頭部の設計・製造に関
する知識（弾頭構造、弾頭性能に関する知識）及
び静爆試験に関する計測技術が必要不可欠であ
り、上記を資格要件として公募を実施した結果、
応募者が該者１者のみであるため。
（会計法第２９条の３第４項）

同種の他の契
約の予定価格
が類推される
おそれがある
ため公表しな
い。

228,481,000 -

令和７年度における誘導弾用の構
成品（電波高度計）に係る製造態
勢の改善に係る検討役務
１件

支出負担行為担当官
防衛装備庁長官官房
会計官付経理室長
中村　惠一
東京都新宿区市谷本
村町５－１

R7.5.21
日本無線株式会社
東京都三鷹市牟礼６
－２１－１１

3012401012867

１２ＳＳＭ用の電波高度計の開発・製造及び試験
等の実施について必要な知識、技術を有している
ことが必要不可欠であり、上記を資格要件として
公募を実施した結果、応募者が該者１者のみであ
るため。
（会計法第２９条の３第４項）

同種の他の契
約の予定価格
が類推される
おそれがある
ため公表しな
い。

62,920,000 -

水中障害物の検知及び回避技術に
係る研究支援役務
１件

支出負担行為担当官
防衛装備庁長官官房
会計官付経理室長
中村　惠一
東京都新宿区市谷本
村町５－１

R7.5.21
日本電気株式会社
東京都港区芝５－７
－１

7010401022916

クロスファンビーム方式の水中航走体用アクティ
ブソーナーの設計、製造に関する知識及び技術が
必要不可欠であり、上記を資格要件として公募を
実施した結果、応募者が該者１者のみであるた
め。
（会計法第２９条の３第４項）

同種の他の契
約の予定価格
が類推される
おそれがある
ため公表しな
い。

691,350,000 -

令和７年度における誘導弾用の構
成品（燃料タンク及び誘導部胴
体）に係る製造態勢の改善に係る
検討役務
１件

支出負担行為担当官
防衛装備庁長官官房
会計官付経理室長
中村　惠一
東京都新宿区市谷本
村町５－１

R7.5.22
株式会社フジワラ
愛知県北名古屋市六
ツ師女夫越１

3180001052152

１２ＳＳＭ用のＣＦＲＰを用いた燃料タンク及び
誘導部胴体の開発・製造及び試験等の実施につい
て必要な知識、技術を有していることが必要不可
欠であり、上記を資格要件として公募を実施した
結果、応募者が該者１者のみであるため。
（会計法第２９条の３第４項）

同種の他の契
約の予定価格
が類推される
おそれがある
ため公表しな
い。

152,248,800 -

テレメータ中継ポッドの修理役務
１件

支出負担行為担当官
防衛装備庁長官官房
会計官付経理室長
中村　惠一
東京都新宿区市谷本
村町５－１

R7.5.23
日本電気株式会社
東京都港区芝５－７
－１

7010401022916

テレメータ中継ポッドに関する知識及び技術が必
要不可欠であり、上記を資格要件として公募を実
施した結果、応募者が該者１者のみであるため。
（会計法第２９条の３第４項）

同種の他の契
約の予定価格
が類推される
おそれがある
ため公表しな
い。

122,727,000 -

再就
職の
役員
の数

公益法人の場合

備考

公共調達の適正化について（平成18年８月25日付財計第2017号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品・役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成24年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及び数量

契約担当官等の氏名
並びにその所属する
部局の名称及び所在

地

契約を締結
した日

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

法人番号
随意契約によることとした会計法令の根拠条文及

び理由
（企画競争又は公募）

予定価格 契約金額 落札率

付紙様式第４



公益法人
の区分

国所管、
都道府県
所管の区
分

応札・応
募者数

再就
職の
役員
の数

公益法人の場合

備考

公共調達の適正化について（平成18年８月25日付財計第2017号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品・役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成24年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及び数量

契約担当官等の氏名
並びにその所属する
部局の名称及び所在

地

契約を締結
した日

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

法人番号
随意契約によることとした会計法令の根拠条文及

び理由
（企画競争又は公募）

予定価格 契約金額 落札率

付紙様式第４

無人水陸両用車技術の性能確認試
験（水上遠隔操縦試験）の試験等
役務作業
１件

支出負担行為担当官
防衛装備庁長官官房
会計官付経理室長
中村　惠一
東京都新宿区市谷本
村町５－１

R7.5.27
三菱重工業株式会社
東京都千代田区丸の
内３－２－３

8010401050387

無人水陸両用車（無人実証車両及び指揮実証車
両）に関する専門知識及び技術が必要不可欠であ
り、上記を資格要件として公募を実施した結果、
応募者が該者１者のみであるため。
（会計法第２９条の３第４項）

同種の他の契
約の予定価格
が類推される
おそれがある
ため公表しな
い。

495,246,400 -

人工知能の責任ある利用に係る制
度の在り方に関する調査検討（そ
の２）
１件

支出負担行為担当官
防衛装備庁長官官房
会計官付経理室長
中村　惠一
東京都新宿区市谷本
村町５－１

R7.5.27

ＰｗＣ　Ｊａｐａｎ
有限責任監査法人
東京都千代田区大手
町１－１－１

8010005011876
企画競争を実施した結果、該者の企画が優れてい
たため。
（会計法第２９条の３第４項）

46,992,000 46,992,000 100.0%

ＧＮＳＳ模擬信号生成装置
１式

支出負担行為担当官
防衛装備庁長官官房
会計官付経理室長
中村　惠一
東京都新宿区市谷本
村町５－１

R7.5.27

株式会社アムテック
ス
東京都世田谷区経堂
５－２０－１６

4010901000754

英国　ＳＰＩＲＥＮＴ　Ｃｏｍｍｕｎｉｃａｔｉ
ｏｎ社の当該製品の販売権を有していることが必
要不可欠であり、上記を資格要件として公募を実
施した結果、応募者が該者１者のみであるため。
（会計法第２９条の３第４項）

75,680,000 75,680,000 100.0%

令和７年度における誘導弾用の構
成品（慣性装置）に係る製造態勢
の改善に係る検討役務
１件

支出負担行為担当官
防衛装備庁長官官房
会計官付経理室長
中村　惠一
東京都新宿区市谷本
村町５－１

R7.5.27
多摩川精機株式会社
長野県飯田市大休１
８７９番地

6100001022548

１２ＳＳＭ用の慣性装置の開発・製造及び試験等
の実施について必要な知識、技術を有しているこ
とが必要不可欠であり、上記を資格要件として公
募を実施した結果、応募者が該者１者のみである
ため。
（会計法第２９条の３第４項）

71,841,000 70,955,500 98.7%

令和７年度における誘導弾用の構
成品（弾頭）に係る製造態勢の改
善に係る検討役務
１件

支出負担行為担当官
防衛装備庁長官官房
会計官付経理室長
中村　惠一
東京都新宿区市谷本
村町５－１

R7.5.28

ダイキン工業株式会
社
大阪府大阪市北区梅
田１－１３－１

8120001059660

国産誘導弾の構成品である弾頭を用いた構成品の
開発・製造及び試験等の実施について必要な知
識、技術を有していることが必要不可欠であり、
上記を資格要件として公募を実施した結果、応募
者が該者１者のみであるため。
（会計法第２９条の３第４項）

同種の他の契
約の予定価格
が類推される
おそれがある
ため公表しな
い。

136,400,000 -

※公益法人の区分において、「公財」は「公益財団法人」、「公社」は「公益社団法人」をいう。
（注）必要があるときは、各欄の配置を著しく変更することなく所要の変更を加えることその他所要の調整を加えることができる。


